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第１ 全体の概要 

１ 趣旨 

この仕様書は、指定管理者が国富町の町営住宅及び国富町定住促進住宅(以下「町営住宅

等」という。）の管理運営業務の内容及び方法等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 対象施設 

管理を行う町営住宅等は、資料３「町営住宅一覧表」のとおりである。ただし、建替事業等に

より変動することがある。 

 

３ 法令等の遵守 

町営住宅等の管理にあたっては、下記に掲げる法令等を遵守しなければならない。 

指定期間中に法令等に改正があった場合は、改正された内容に基づき管理を行う。 

(1) 地方自治法(昭和２２年法律第６７号) 

(2) 公営住宅法(昭和２２年法律第１９３号) 

(3) 公営住宅法施行令(昭和２６年政令第２４０号) 

(4) 公営住宅法施行規則(昭和２６年省令第１９号) 

(5) 国富町営住宅の設置及び管理に関する条例(平成９年国富町条例第３８号。以下「町住条

例」という。) 

(6) 国富町営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則(平成１０年国富町規則第１号。以下

「町住規則」という。) 

(7) 国富町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例(平成２４年国富町条例第１号。以下

「定住条例」という。) 

(8) 国富町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例施行規則(平成２４年国富町規則第１

号。以下「定住規則」という。) 

(9) 住生活基本法(平成１８年法律第６１号) 

(10) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律(平成１９年法律第１１２

号) 

(11) 個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号) 

(12) 国富町個人情報の保護に関する法律施行条例(令和５年国富町条例第１号) 

(13) 国富町情報公開条例(平成１４年国富町条例第８号) 

(14) 労働基準法(昭和２２年法律第４９号) 

(15) 水道法(昭和３２年法律第１７７号) 

(16) 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号） 

(17) 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

(18) 建築基準法(昭和２５年法律第２０１号) 

(19) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「番号法」という。） 
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(20) 国富町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例(平成２７年国富町条例第２１

号) 

(21) その他町営住宅等管理に関する法令、例規及び取扱要綱等 

 

４ 業務の実施体制等 

(1) 業務実施場所 

町民の利便性やサービス向上を考慮して、業務の実施場所を国富町内に１か所以上設置

して業務を行う。 

(2) 町営住宅等管理システム 

町営住宅等を管理するため、町が貸与する国富町住宅管理システム（以下「住宅管理シス

テム」という。）を利用するものとし、住宅管理システム接続に伴う回線接続料、ネットワーク機

器及び消耗品等の維持費の一切は指定管理者の負担とする。 

貸与機器については、下表のとおりとするが、クライアントＰＣへのソフトウェアの追加は、原

則として認めない。 

品     目 台     数 

クライアントＰＣ １台 

ページプリンタ １台 

(3) 業務時間 

平日の午前８時１５分から午後５時００分までを業務時間とし、業務時間中は、必ず業務の

実施場所に常勤者を置くこととする。 

(4) 実施体制について 

上記(1)～(3)のほか、次に掲げる実施体制をとるものとする。 

① 管理業務を適正に実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準

法等関係法令を遵守し、業務を効率的に行うための業務形態にあった適正な人員を配

置すること。 

② 繁忙期については、各種申請・届出書類の土日・祝日受付が可能な実施体制をとるこ

と。 

③ 入居者からの緊急修繕要望については、平日夜間及び土日・祝日の２４時間対応が可

能な実施体制をとること。 

④ 一級建築士、二級建築士等で維持保全に関して必要な知識を有する者（以下「一級

建築士等」という。）による維持修繕及び保守管理業務の検査確認体制をとること。 

⑤ 職員の資質の向上を図るため、指定管理者において定期的に研修等を実施すること。 

⑥ 円滑な事務処理と均一なサービスを提供するために事務手続きに係るマニュアルを作

成すること。 

 

５ 業務内容 

町営住宅等の入居者等管理業務及び施設管理業務等である。 
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詳細は、「第２ 町営住宅等の入居及び明渡しの手続に関する業務」から「第７ その他町営

住宅等の管理に関して町長が必要と認める業務」までのとおりとするが、「番号法」の施行に伴

い、業務内容を変更する必要があるときは、別途協議を行うこととする。 

 

６ 業務の適正な実施に関する事項 

(1) 責任の所在 

指定管理者は、この管理業務の実施主体として責任を負う。ただし、指定管理者の責めに

帰し得ない事由によるリスクは、下記により分担するものとし、詳細は協定により定める。 

項    目 内    容 町 指定管理者 

１ 施設、設備、備品、資

料等の損傷など 

指定管理者による管理の瑕疵によるもの  ○ 

施設の設置に関する瑕疵によるもの ○  

上記以外の経年劣化等による損傷等 ○  

２ 管理、運営に係る事

故等による第三者へ

の損害賠償 

指定管理者の責に帰すべき事由によるもの  ○ 

施設の設置に関する瑕疵によるもの 
○  

３ 不可抗力への対応 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、

落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為

的な現象）に起因する施設修繕、事業中断等によ

る経費増など 

○  

４ 物価変動、金利変

動、税制の変更による

運営経費の増 

人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増 

金利の変動に伴う経費の増 

税制の変更に伴う経費の増 

 ○ 

５ 法制度の改正、政

治、行政的理由による

事業内容の変更等に

よる運営経費の増 

法制度の改正、政治、行政的理由から、管理、運

営の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変

更を余儀なくされた場合の経費増など 
○  

６ 事業終了時の対応 指定期間が終了した場合、又は指定期間中途で指

定取消を受けた場合等における撤収・施設等の原

状回復・引継に要する費用 

 ○ 

(2) 業務の全部又は主要な部分の委託の禁止 

本管理業務の全部又は主要な部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 

７ 指定管理料等 

(1) 管理運営に係る指定管理料については、町と締結する年度協定に定める額を支払う。 

(2) (1)の指定管理料の支払については、原則として４半期毎に指定管理者の請求に基づき、

前金払とする。ただし、災害等により至急に予算を執行しなければならないときは、町と協議

のうえ追加措置することがある。 

(3) 指定管理者が管理を行う施設の数に増減があった場合においても、(1)の指定管理料の増

額又は減額は行わない。 
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(4) 修繕費及び保守点検費については、町は(1)の指定管理料とは別に、予算の範囲内で指

定管理者に支給し、指定管理者は修繕及び保守点検に係る実費を請負者又は受託者に支

払うものとし、余剰金については出納整理期間内に精算する。ただし、当該費用は指定管理

者が適正に善良な管理者として注意したにもかかわらず発生した場合の部分に限ることとす

る。 

(5) 指定管理業務に係る会計は、法人等の他の事業の会計とは区分して経理し、経費及び収

入は専用の口座で管理する。 

 

８ 個人情報、個人番号及び特定個人情報の保護 

個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律及び国富町個人情報の保護

に関する法律施行条例を遵守することはもとより、その保管及び取扱いについては万全の体制

を整備する。 

また、個人番号及び特定個人情報の取扱いに当たっては、番号法及び関係法令により特に

厳重な取扱いが求められることから、遺漏のないよう留意することとする。 

 

９ 立入検査の実施 

(1) 町は、指定管理者の委託業務の処理状況について、随時に立入検査等を実施し、管理状

況の確認又は検査を行うことができる。 

(2) 町は、確認又は検査の結果、必要があると認めるときは、業務内容について改善を求めるこ

とができ、指定管理者はこの指示に従わなければならない。 

また、指示に従わない場合には、町は指定の取消しをすることができる。 

 

10 業務の引継 

指定期間の終了又は指定期間の取消し後は、速やかにかつ円滑に次期指定管理者へ業務

の引継を行う。 

 

11 協議 

この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について、疑義が生

じたときは、町と協議するものとする。 

 

第２ 町営住宅等の入居及び明渡しの手続に関する業務 

１ 入居手続（随時募集） 

入居希望者に「町営住宅随時募集入居申込受付票」（以下「申込受付票」という。）及び

「町営住宅入居申請書」を交付し、書類が提出されたら、入居者資格要件の該当の有無を審

査し、審査の結果、資格要件を満たす入居予定者からの「請書」の提出及び敷金の納付を確

認後、「入居可能日通知書」及び鍵を交付する。 

また、入居決定者がやむを得ない事情により所定の期間に手続ができないときは「町営住

宅等入居手続延期承認申請書」を提出させ、必要と認める入居手続期限を定めた「町営住
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宅等入居手続延期承認通知書」を交付する。ただし、「申込受付票」を交付後、町が指示す

る期間内に入居申込者が申込みを行わないときは、申込みの効力が失われることについて

事前に説明を行う。 

 

(1) 募集の広報等 

ア 空家住戸選定 

随時募集を行うにあたり、住宅管理システムにて、空家一覧表を出力するとともに、受

領した住宅明渡届を管理するものとし、選定した募集住戸については、町に報告する。 

イ 入居者募集広報 

町が決定した募集住戸について「入居者募集案内」を作成し、新聞等による周知を行

う。 

また、町ホームページ等で広報するため、新聞掲載日の５営業日前までに財政課へ

情報の提供を行う。 

 

ウ 入居相談 

入居希望者からの募集方法、入居資格等の問合せに対応する。 

(2) 申込書の配布・受付・抽選 

ア 申込書の配布 

「入居者募集案内」を作成し、入居希望者に対して配布するとともに、入居者資格、記

入方法等の注意事項を説明する。 

イ 入居申込書受理 

入居希望者からの「町営住宅等入居者申込書」を受理し、入居者収入申告書及び添

付書類等により、入居者資格要件の該当の有無を審査する。 

ウ 入居者抽選 

入居希望者が募集住戸を上回った場合は、公開により抽選を行い、抽選の結果、当

選した入居希望者に対し、入居までの手続きの説明を行う。 

(3) 入居決定及び鍵の交付 

ア 入居決定通知書の送付 

町が発行する町営住宅等入居決定通知書を入居予定者に送付する。 

イ 誓約書の受理、敷金の納付確認及び鍵の交付 

入居予定者から「誓約書」を受理し、敷金の納付を確認後、入居可能日通知書及び

鍵を交付する。 

また、家賃未払時における連帯保証人への請求、退去時の修繕費用、収入が増えた

場合の措置、入居後の団地内での清掃活動や共益費の支払等について説明する。 

ウ 住宅管理システムへの登録等 

鍵を交付後、入居決定者を住宅管理システムに登録する。 

 

２ 退去手続 
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(1) 町営住宅等明渡届の受理等 

入居者から町営住宅等明渡届の提出があった場合は、入居者に住戸内の原状回復、敷

金還付又は家賃未払時の敷金充当について説明する。 

また、退去修繕の内容確認及び退去検査の日時等の打合せを行い、明渡し検査を実施す

る。 

(2) 敷金還付等の手続 

敷金の精算及び還付の手続を行い、町へ報告するものとし、町が発行した敷金還付通知

書を退去者へ送付する。 

 

第３ 入居者の管理及び指導に関する業務 

１ 入居者からの各種届出 

入居者からの各種届出書を受理し、内容を確認のうえ、住宅管理システムへ届出内容を入力

し、関係書類は判別できるようファイリングして適正に管理する。 

主な届出書は、次に掲げるとする。 

(1) 町営住宅不使用届（町住条例第２６条、町住規則第１６条関係） 

(2) 定住促進住宅不使用届（定住条例第２６条、定住規則第１７条関係） 

(3) 町営住宅同居異動報告書（町住条例第３０条、町住規則第１９条関係） 

(4) 定住促進住宅世帯員異動届（定住条例第１４条、定住規則第１１条関係） 

 

２ 入居者からの各種申請 

(1) 各種申請書の受理 

入居者からの申請書を受理し、要件に該当しているか、形式的審査を行う（個人番号提供

者にあっては、特定個人情報の内容により審査する部分を除く。）。要件に該当する場合は、

住宅管理システムへの入力等を行い、申請書等を町へ進達する。主な申請書は次のとおりで

ある。 

ア 町営住宅家賃等減免（徴収猶予）申請書（町住条例第１７条、町住規則第１２条関係） 

イ 定住促進住宅家賃等減免（徴収猶予）申請書（定住条例第１７条、町住規則第１３条関

係） 

ウ 町営住宅用途併用承認申請書（町住条例第２８条ただし書、町住規則第１７条関係） 

エ 町営住宅増築（模様替）承認申請書（町住条例第２９条ただし書、町住規則第１８条関

係） 

オ 定住促進住宅模様替承認申請書（定住条例第２９条ただし書、定住規則第１８条関係） 

カ 町営住宅同居承認申請書（町住条例第１３条、町住規則第７条関係） 

キ 定住促進住宅同居承認申請書（定住条例第１１条、定住規則第８条関係） 

ク 町営住宅入居承継承認申請書（町営条例第１４条、町営規則第８条関係） 

ケ 定住促進住宅入居承継承認申請書（定住条例第１２条、定住規則第９条関係） 

コ 町営住宅連帯保証人変更届（町営条例第３１条、町営規則第２０条関係） 

サ 定住促進住宅連帯保証人変更届（定住条例第１３条、定住規則第１０条関係） 
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(2) 申請承認書の送付 

町が発行する決定（承認）通知書を申請者へ送付する。 

(3) その他 

関係書類は判別できるようファイリングして適正に管理する。 

 

３ 収入申告 

(1) 収入申告書の配布等 

毎年６月下旬に、収入申告書を入居者に配布する。 

(2) 収入申告書の回収及び未申告者への催告 

入居者から収入申告書を回収するとともに、収入未申告者に対しては、収入申告請求書を

送付するなど申告の催告を行う。 

(3) 収入申告書の入力及び町による再確認作業に対する協力 

入居者から回収した入居者収入申告書の内容を確認し、不備があるものは訂正させ、１０

月末日までに住宅管理システムに登録する。 

また、町が収入申告書の再確認作業を行うに当たっては、書類の提示や作業場所の提供

等について協力する。 

(4) 収入認定通知書等の送付 

町が発行する収入認定通知書、収入超過者認定通知書、高額所得者認定通知書及び未

申告者家賃決定通知書を１月末までに入居者へ送付する。 

入居者から収入認定通知書等についての意見申出書が提出された場合は、町に進達し、

意見が承認されるものについては、収入認定等更正通知書を送付する。 

通知書送付後は、収入未申告の者に対し、随時申告を行うよう督促する。 

 

４ 収入超過者及び高額所得者への対応に関する補助業務 

町において収入超過者及び高額所得者に対し面談、指導、明渡訴訟などの対応を行うにあ

たり、必要資料を作成するなどの補助を行う。 

 

５ 入居者等からの苦情への対応 

入居者等から町営住宅等の管理上の苦情の申し出があった場合は、速やかにその解決を図

り、苦情処理の結果は、苦情処理対応票を作成の上、速やかに町に報告する。 

 

６ 入居者等への指導・指示等 

(1) 入居者への指導 

入居者が快適な団地生活を営めるよう必要な指導、助言等を行う。 

(2) 保管義務等違反者への指示・指導 

次に掲げる事項等を発見したときは、速やかに正常な状態に回復するよう指示し、指示に

従わない場合には、町と協議し、解決を図る。 

ア 入居者の保管義務違反（町住条例第２４条） 

イ 届出のない住宅の不使用（町住条例第２６条） 
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ウ 他者への転貸、譲渡（町住条例第２７条） 

エ 届出のない住宅の用途変更（町住条例第２８条） 

オ 届出のない住宅の模様替え（町住条例第２９条） 

カ 迷惑行為（町住条例第２５条） 

キ 同居承認を得ていない者の同居（町住条例第１３条） 

ク 入居承継承認を得ていない者の住宅の使用（町住条例第１４条） 

(3) ペット飼育に関する指導 

団地内のペット飼育については認められていないことから、ペットの飼育を見かけたり、報

告があった場合は、確認の上、ペット飼育の事実があると認められる者に対し、ペット禁止の

趣旨を説明し、解決に努める。 

 

第４ 家賃の収納に関する業務 

家賃等の収納については、入居者へのきめ細かな対応、迅速な事務処理を行い、前年度実績

の徴収率と同等以上となるよう努めるとともに、収入未済額の圧縮を図るものとする。 

１ 納入通知書の配布 

納入通知書を毎年４月に各１２か月分をまとめて、入居者に配布する。 

 

２ 口座振替 

入居者から口座振替の開始、変更又は解約の申込みがあったときは、住宅管理システムへ

入力する。 

 

３ 家賃等の収納 

入居者又は連帯保証人等から、家賃等を収納した場合は、別途締結する使用料収納事務委

託契約書に基づき事務処理を行う。 

 

４ 家賃等納入督促・催告 

家賃等の滞納が発生しないように、口座振替を推進するとともに、適正な納入管理に努める。 

(1) 督促書の送付 

家賃等滞納者に対しては、毎月、住宅管理システムで督促書を出力して町に進達し、町が

発行する督促書を配付する。督促書配付後は、督促書発行一覧表、滞納者一覧表、家賃等

領収一覧表を出力し、進行管理に努める。 

(2) 家賃等納入催告（電話、臨戸訪問） 

滞納者の生活実態に応じた効果的な時間・方法により催告を行う。 

滞納月 1から 2か月の滞納者に対しても納入指導を積極的に実施するとともに、滞納月３

か月以上の滞納者への催告は、「町住条例」に基づき、本人及び連帯保証人に対して実施

する。 

(3) 即決和解者、裁判上の和解をした者への対応 

即決和解、裁判上の和解をした入居者に対しては、和解条項の履行状況を把握するととも

に、継続して履行を促し、その対応記録を残しておく。 
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(4) 退去滞納者への対応 

ア 退去滞納者に対して、追跡調査・臨戸訪問など積極的な催告を行う。 

イ 国富町財務規則（平成２４年国富町規則第９号）の不納欠損処分実施基準に該当する場

合は、不納欠損処分に係る情報・資料の提供を行う。 

ウ 上記ア及びイの実施状況について、町の求めに応じて報告を行う。 

 

第５ 町営住宅等の維持及び保全に関する業務 

指定管理者は、修繕業務のうち、一般・緊急修繕及び退去修繕を行うとともに、町営住宅等が

適正に維持されるよう必要な保守管理を行うものとし、修繕業務の実施に当たり、１件の金額が５０

万円を超えるものについては、所管の財政課と協議する。ただし、計画修繕については、町が直

接実施する。 

 

１ 一般・緊急修繕 

一般・緊急修繕とは、町営住宅等に生じた予期せぬ事故、劣化・損耗や災害による損傷を復

旧するもの（町営住宅等の環境を保全するために必要な新設工事を含む。）である。 

(1) 入居者対応 

修繕工事に係る依頼や苦情に対し、速やかに対応し、必要な措置を講ずるとともに、工事

請負者を指導し、入居者の安全を確保する。 

(2) 業務の手続 

後記５「業務の手続」のとおりとする。 

 

２ 退去修繕 

退去修繕とは、町営住宅等入居者が退去したときに住宅室内の原状回復を目的とした修繕

である。ただし、通常損耗（経年劣化を含む）による損傷については町の負担とするが、畳の表

替え、襖の張替え、入居者の原因による汚損、破損等の修繕に要した費用は入居者の負担と

する。 

(1) 入居者対応 

入居者から退去する旨の連絡を受けたときは、現地を確認し、入居者負担で行う修繕内容

を退去予定者に説明する。 

(2) 業務の手続 

後記５「業務の手続」のとおりとする。 

(3) コストの縮減 

退去修繕に当たっては、必要以上の修繕を行わないなど、コストの縮減に努めること。 

 

３ 保守点検業務 

保守点検とは、町営住宅等における敷地・建物及び附帯施設設備について、本来の性能や

機能を維持することにより事故等を未然に防ぐことを目的として、定期的に清掃・点検・検査を行

うとともに、必要に応じて調整等を行う業務である。 

(1) 業務内容 
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ア 給排水設備保守点検 

給排水設備の保守点検をする。 

イ 貯水槽清掃・水質検査（法定検査含む） 

水道法第３４条の２の規定による貯水槽の清掃及び消毒を行い、同法同条の規定による

検査を受ける。 

ウ 浄化槽設備保守点検 

浄化槽法第１１条の規定による検査を受ける。 

エ 消防設備保守点検（法定点検含む） 

消防法第１７条の３の３の規定による消防用設備等の点検をする。 

オ 団地内樹木等維持管理業務 

入居者では維持管理が困難な高木の剪定や傾斜地等の草刈りなどの維持管理を行う。 

カ 遊具点検 

遊具の安全を確保するため、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂

第２版）」(平成２６年６月国土交通省策定）等に基づき点検を行う。 

(2) 入居者対応 

保守点検業務に係る問合せや苦情に対し、速やかに対応する。 

(3) 業務の手続 

後記５「業務の手続」のとおりとする。 

 

４ 計画修繕 

町が計画修繕工事を実施する場合において、町の主催する入居者説明会の開催に協力し、

工事内容を入居者に周知するとともに、入居者等からの問合せや苦情に速やかに対応する。 

計画修繕工事の際には、町と連携し、入居者の安全を確保する。 

 

５ 業務の手続 

(1) 仕様書及び設計書等の作成 

調査を行い、仕様書及び設計書等を作成する。 

ただし、原状回復に係る軽微な修繕については、仕様書及び設計書等の作成を省略する

ことができる。 

設計価格については、刊行物（建設物価、積算資料等）及び市場取引価格等を参考として

適正な価格を決定する。 

(2) 請負者又は受託者の選定及び契約 

国富町財務規則を参考にし、請負者又は受託者の選定及び契約を行う。 

なお、工事請負者の選定にあたっては、建設業者等有資格業者名簿から選定する。 

(3) 工事監理 

工事又は委託期間中は進捗状況と内容の確認に努め、請負者又は受託者に対して必要

な指示を行う。 

(4) 完成確認 
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工事が完成又は委託業務が完了したときは、速やかに一級建築士等による完成・完了検

査を行う。検査に適合しない場合は、適切な指示を行い、再度、完成・完了検査を行う。 

(5) 実施状況報告 

別途締結する国富町営住宅等の維持保全に関する年度協定に定める様式により、四半期

毎に町に報告する。 

(6) 工事代金又は委託料の支払 

工事の完成又は委託業務の完了確認検査後、契約条件に基づき、工事代金又は委託料

を請負者又は受託者に支払う。 

 

６ 団地内日常点検業務 

上記３の点検の他、建物、附帯施設設備及び敷地について、日常点検を行うとともに、主要

な部位(外壁、屋根、手すり、倉庫、遊具など)ごとの点検結果を随時、町に報告する。 

 

７ 点検の結果による修繕等 

上記３及び６の点検の結果は、町に随時報告するとともに、修繕の必要が認められたものに

ついては、上記１の業務を行う。 

法令等に抵触する内容の改善箇所が認められた場合は、修繕後、必要に応じて再点検を行

い、その結果を町に報告する。 

 

８ 防火管理業務 

消防法第８条第１項の防火対象物に該当する団地については、防火管理者の資格を有する

者を配置し、必要な業務を適切に行い、消防設備等の保守点検を適切に実施するとともに、入

居者の防火・防災意識の高揚を図るため、防火・防災訓練の実施を促進する。 

 

９ 建替事業等に伴う空家・空地の管理業務 

建替事業等に伴って発生する空家・空地について、適切に管理を行う。 

 

10 新築住宅管理業務 

町から新築住宅建物等の引渡しを受けた後、当該建物等の管理を行う。 

 

第６ 町営住宅等建替事業に係る補助業務 

町営住宅等の建替事業の実施に伴い、建替対象団地の入居者を対象に説明会や仮住戸の提

供等が必要であり、指定管理者の管理業務と密接に関連することから、次の１から５の建替事業関

連業務に関し、補助的な業務を行うものとする。 

関連業務を行うにあたっては、町と協力し、入居者からの問合せ等に速やかに対応するものと

する。 

 

１ 建替説明会等の開催 

建替対象団地の入居者に対し、建替事業の概要説明、移転・仮入居等の説明を行う。 
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また、周辺住民に対しても、建替事業の説明を行う。 

 

２ 住替住宅、仮住宅の提供又はあっせん 

建替対象団地の入居者に対し、移転アンケートなどを実施し、転居先の住宅の確保を行う。 

 

３ 住宅移転承諾書の受理 

建替対象団地の入居者から、住宅移転承諾書の受理を行う。 

 

４ 戻り再入居者に対する説明会の開催 

移転先に仮入居していた入居者に対し、建替後の住宅に再入居する場合の説明会を実施

する。 

 

５ その他 

住戸見学会、移転料内訳検査、鍵渡し等に関する業務を、町と協議の上実施する。 

 

第７ その他町営住宅等の管理に関して町長が必要と認める業務 

１ 町営住宅等施設管理に関する業務 

管理業務が、「町営住宅等施設業務委託仕様書」により適切に行われるように必要な助言及

び指導等を行う。 

 

２ 団地自治会等に関する業務 

団地自治会の活性化を支援するものとし、団地自治会と情報交換等に努める。 

また、共益費等の納入促進について、団地自治会への協力及び広報等による支援を行う。 

 

３ 明渡訴訟、強制執行に関する補助業務 

町が入居者に対して明渡訴訟を提起するにあたり、必要書類を作成するための補助や 

強制執行を行う際の立会等の補助を行う。 

 

４ 単身高齢者等への見守り支援業務 

原則、７５歳以上の単身高齢者及び見守り支援を希望する身体障がい者等について、個人

情報提供同意書の取得並びに対象者リスト及び見守りカルテ等の関係資料を作成するととも

に、関係機関と連携して、事故発生の未然防止を図る。 

 

５ 入居者の満足度等の把握 

入居者の満足度等を把握するため、入居者の定点調査及び自治会等へのテーマごとのアン

ケート調査を行い、町へ報告するとともに、運営の改善に反映させる。 

 

６ 町営住宅等における危機管理業務 
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「町営住宅等における事故・事件等危機管理対応マニュアル」に基づき対応する。 

 

７ 町営住宅等の目的外使用許可に関する協力 

町が、災害、犯罪被害者及び配偶者からの暴力被害者に対する町営住宅等の目的外使用

許可並びに社会福祉法人等に対する一般町営住宅等の使用許可に関する事務処理等に関し

て協力を行う。 

 

８ その他 

その他町長が必要と認める業務 
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業務分担表 

  （１） 入居者等管理業務 

業   務   内   容 
分   担 システム入出力 

町 指定管理者  

町営住宅等の入居及び明渡しの手続きに関する業務    

＜入居者募集＞    

① 空家住戸選定  ○ ・空家検索 

 ② 入居者募集広報 (案内作成、配布、ホームページなど)  ○  

 ③ 入居相談  ○  

 ④ 申込書の配布  ○  

⑤ 募集住宅の内覧  ○  

⑥ 入居申込書受理  ○  

⑦ 入居者抽選  ○ ・入居予定者登録 

⑧ 入居資格要件の確認  ○ ・入居者登録 

⑨ 入居予定者への入居手続きの説明  ○  

⑩ 町営住宅等管理システムへの登録  ○  

⑪ 入居者決定、入居決定通知書作成 ○   

⑫ 入居決定通知書の送付  ○  

⑬ 誓約書の受理、敷金の納付確認、鍵の交付  ○ ・分納登録、敷金収納 

⑭ 入居補充者の入居  ○  

⑮ 敷金受入 ○   

⑯暴力団照会 ○   

＜退去手続＞   ・退去予定者登録 

 ① 入居者の退去相談 （退去時の修繕指示など）  ○  

 ② 明渡届の受理、敷金還付報告書の送付  ○  

 ③ 敷金還付、未払家賃への敷金充当 ○  ・敷金還付 

入居者の管理及び指導に関する業務    

＜入居者からの各種届出、申請＞    

 ① 各種届出書の受理  ○  

 ② 届出に基づく処理  ○ ・入居者データ変更 

 ③ 各種申請書の受理  ○  

 ④ 申請書進達 （町財政課へ）  ○  

 ⑤ 申請承認 ○   

 ⑥ 承認書送付  ○  

＜収入申告＞    

 ① 入居者収入申告書の配布 （住宅管理人等を通じて配布）  ○  

 ② 入居者収入申告書の回収、未申告者への督促  ○  

 ③ 入居者収入申告書の入力  ○  

 ④ 収入申告に基づく翌年度の家賃決定 ○   

 ⑤ 収入認定通知書の送付  ○  

＜駐車場使用申込み及び自動車保管場所使用承諾証明書＞ 

の交付＞（駐車場管理は栄ヶ丘団地のみ、車庫証明は全団

地） 

   

 ① 町営住宅等駐車場使用申込書の受理 ○   

 ② 使用区画の調査  ○ ・空き駐車場照会 

 ③ 町営住宅等駐車場使用決定通知書の作成  ○ ・決定登録 

 ④ 町営住宅等駐車場使用決定通知書の交付 ○   

 ⑤ 町営住宅等自動車保管場所使用承諾証明書交付申請書の受理 

受理 

〇   

 ⑥ 町営住宅等自動車保管場所使用承諾証明書交付申請書の作成交

付 

作成交付 

〇   

 ⑦ 町営住宅等駐車場使用変更届の受理   ○ ・変更車両データ入力 

家賃の収入に関する業務    

＜納入通知書配布、家賃等納入督促＞    

 ① 納入通知書の配布  ○  

 ② 家賃等の収納  ○  

 ③ 家賃等納入督促 （電話、臨戸訪問）  ○  

 

【資料 1】 
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 （２） 施設管理業務 

業   務   内   容 
分   担 

備  考 
町 指定管理者 

町営住宅等等の維持及び保全に関する業務    

＜一般・緊急修繕＞    

①入居者対応  ○ 緊急連絡先一覧 

②設計書の作成  ○  

③請負者の選定及び契約  ○  

④工事監理  ○  

⑤完成確認  ○  

⑥完成報告 受理 ○ 一般・緊急修繕実施報告書 

⑦代金支払  ○  

    

＜退去修繕＞    

①入居者対応  ○ 退去検査チェックリスト 

②完了確認  ○  

    

＜計画修繕＞    

①計画策定 ○ 情報提供 修繕計画 

②入居者対応 ○ 説明会協力  

③設計書の作成 ○   

④請負者の選定及び契約 ○   

⑤工事監理 ○   

⑥完成確認 ○   

⑦完成報告 ○  計画修繕工事完成報告書 

⑧代金支払 ○   
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（１）　募集・入居業務

窓口 システム

空き住戸の把握
次回募集住戸の選考

募集要項案・広報案
の作成

募集計画の決定
募集計画確認
（全体把握）

広報チラシ配布準備 ＨＰ掲載

入居問合せ 募集案内
（窓口・電話応対）

入居申込

仮当選者
補欠者

入居決定通知書
の交付

入居決定通知書
入居者選考状況

報告書

敷金等納入確認
鍵の交付

有資格者の報告
入居資格審査

入居決定の決裁

（有資格者のみ、請書
(様式第３号)、敷金等納
入書、口座振替依頼書
交付）

町営住宅入居申請書
(様式第1号)、入居者
収入申告書(様式第１１
号)、収入証明書、所
得証明書、住民票等の
準備

当選者登録
入居決定登録

入居決定通知書
(様式第２号)の出
力

入居

資料２　　フローチャート

募
集
受
付
・
抽
選
会

入
居
説
明
・
入
居

募
集
準
備

指定管理者

誓約書作成
敷金等納入

口座振替依頼書
入居登録

町入居者

公開抽選会

（資格・添付書類確認・
収入計算等）

入居資格確認

募集計画の指示

受付・受付票（抽選番
号）の交付

チラシの送付・ＨＰ掲載依頼

【資料 2】 



- 17 - 

 

 

（２）　退去業務

窓口 システム

退去の事前連絡受理

（荷物搬出後の点検日を決定）

明渡届、同添付書類、

明渡点検表を送付

有料化団地は、駐車場明渡届を含む

荷物等の搬出

明渡届の受理

再修繕・清掃 修繕・清掃未了

再検査 退去登録

［退去情報管理］
検査合格 ［口座情報管理］
退去完了 口座振替の場合、 退去者の報告
（退去日） 振替終了月を入力

［駐車場明渡日入力］

鍵の返却 鍵の受理

電算報告受理
システム入力

敷金等の未納充当
還付処理

期限付一般町営住宅の入
居期間満了通知書

通知書の確認

審査

修繕
・必ず行うもの
　畳表替え、襖張替（張り
替えしたときから退去する
日までの期間が６か月以
内で、破損、汚れがない
場合を除く）
・状況により行うもの
　その他の修繕、清掃

［駐車場使用料口座情
報管理］

退
去
精
算
等

指定管理者入居者

退
去
相
談

退
去
検
査
・
退
去

退去の事前連絡

明渡検査

退去の問合せ

期
限
付
一
般
町
営
住
宅

次回募集住戸の
準備完了

明渡届の提出
（一次点検の際に提出も可） （退去日<明渡検査>の

５日前までに）

委任状等送付
敷金等還付報告書等作成

敷金還付通知書(案)作成

町

敷金還付通知書送付

入金等確認

決裁・公印押印

退去の説明（随時）

説明等の確認

（入居者立会）

期限付入居期間の満了
の１年前から６月前まで
の間に
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（３）　収入申告業務

窓口 システム

申告書記載要領 申告書記載要領
封筒等の送付

収入申告書及び
申告書記載要領

収入調査対象者一覧の出力
収入申告の
開始指示

　　　　　の配布 収入申告書の出力

記入方法等の質問 記入方法等の応対

収入申告書の提出
（郵送による）

システムへの登録

未提出者
未提出者への任意の請求

収入調査対象者一覧
(未提出者)の出力

収入申告書の提出 収入申告書の受理

システムへの登録

システム入力内容チェック 収入調査結果一覧の出力

収入調査対象者一覧
(未提出者)の出力

未提出者 収入申告の請求（条例３２条） 収入申告請求書の出力

収入申告書の提出 収入申告書の受理

システムへの登録

システム入力内容チェック 収入調査結果一覧の出力

未提出者
未提出者への任意の請求

収入調査対象者一覧
(未提出者)の出力

収入申告書の提出 収入申告書の受理

システムへの登録

システム入力内容チェック 収入調査結果一覧の出力

システム入力内容チェック システム入力内容チェック

※誤りがあった場合の対応
全数チェック 指定管理者へ指示書の交付 指定管理者へ指示書の交付

財政課へ報告

収入認定通知の出力

収入認定通知の発送 収入認定通知の決裁

収入超過者認定通知の出力

収入超過者認定通知の発送 収入超過者認定通知の決裁

高額所得者認定通知の出力

高額所得者認定通知の発送 高額所得者認定通知の決裁

未申告者家賃決定通知の出力

未申告者家賃決定通知の発送 未申告者家賃決定通知の決定

（※）ｼｽﾃﾑによる特定個人情報収集

書類審査

減免申請 家賃再認定又は不承認

収入認定更正処理
減免処理

収入認定等更正通知書
(様式１２号)の発送

収入認定等更正通知書の決裁

家賃等減免決定通知書
(様式１４号)の発送

減免決定通知書の決裁

（※）システムによる
特定個人情報収集

２
月
・
３
月

家賃再確認

１月

家賃確認

意見申出書

１１
月
・
１２
月

収入申告書のチェック
（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

書類受付・チェック

８月

収入申告書のチェック
（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

収入申告書のチェック
（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

９月

収入申告書のチェック
（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

１０
月

町

収入申告書のチェック
（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

収入申告書のサンプリング
チェック（マニュアル、Ｑ＆Ａを参照）

入居者 指定管理者

６月

７月

収入申告書の受理

収入申告書
の受領

（※）システムによる
特定個人情報収集
（以後、随時収集）
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（４）　家賃等徴収業務

窓口 システム

毎日確認

家賃滞納者一覧表の消込み
・　収納確認
・　過誤納確認
（退去日割家賃、二重納付等）

①滞納者一覧表

以下を出力
①口座振替不能者納付書

②督促書 ②、③を
③督促書発行一覧表 セットで決裁

配布 ＜口座振替者対象＞
①口座振替不能者納付書
②督促書

配布 ＜納付書納付者対象＞
②督促書

金融機関納入
滞納者個別台帳の記載・整理
・　滞納者への文書、電話での督促

納付誓約書 ・　臨戸訪問
（分割納付の約束） ・　連帯保証人への協力要請

現金支払い 現金徴収

金融機関納入

口座振替に関連する情報登録の締
切

（新規入居者登録）
（既入居者変更登録）

市町村の福祉部局
（委任払いの関係）

現金徴収

領収書発行 　

払込票発行依頼
領収書(写）提出

払込

金融機関

家賃滞納者一覧表の消込み

家賃・駐車場使用料の
滞納者

毎
月
１０
日
頃
以
降

入居者 指定管理者

毎
月
１０
日
ま
で

納
付
書
送
付

（　４　月　）　　　　　　　　

家賃等領収一覧表出力
毎
日

（委託収納領収証(副)を添付）

納付書受領 納付書の発送

３
月

毎
月
１８
日
頃
締
切

減免・過誤納報告

生活保護者の新年度家賃証明

払込書発行

収納金払込報告書 収納金払込報告
書確認

毎
月
７
日
頃

現金支払者

現
金
収
納

領収書受領

収納金払込報告書作成、提出
領収書(写）提出

町

家賃・駐車場使用料の納付書出力
納付書配布
の指示

調定

収納金払込
報告書受理

口座振替依頼

過誤納処理
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（５）　各種申請書等処理業務

窓口 システム

各種相談 案内、助言等

申請書の受付 入力

申請書の受付 入力
（※）システム
による特定個人
情報の収集

審査 通知書出力

　

町

各
種
届
出
受
付

町営住宅不使用届(別記様式第１６号)
定住促進住宅不使用届（別記様式第２５号）
町営住宅同居者異動報告書(別記様式第２１号）
定住促進住宅世帯員異動届(別記様式第１６号)　　等

入居者
指定管理者

通知確認 各種通知書の送付

決裁、公印押印

各
種
申
請
受
付

町営住宅家賃等減免（徴収猶予）申請書(別記様式第１４号)
定住促進住宅家賃等減免（徴収猶予）申請書(別記様式第１６
号)
町営住宅用途併用承認申請書(別記様式第１７号)
町営住宅増築（模様替）承認申請書(別記様式第１９号)
定住促進住宅模様替承認申請書(別記様式第２６号)
町営住宅同居承認申請書(別記様式第６号)
定住促進住宅同居承認申請書（別記様式第１１号）
町営住宅入居承継承認申請書（別記様式第８号）
定住促進住宅入居承継承認申請書（別記様式第１１号）
連帯保証人変更承認届(別記様式第９号、第１５号)　　等

相
談
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（６）　維持保全業務

ア　修繕業務

窓口 システム

連絡

現場確認

契約

工事監理

完成検査

支払
報告書受理

完成報告 報告書受理

計画修繕 年次
保全計画 実施計画

営繕課施工

イ　設備機器等保守管理

窓口 システム

報告書受理
報告書受理

報告書受理
報告書受理

報告書受理
報告書受理

報告書受理
報告書受理

報告書受理
報告書受理

ウ　防火管理業務

窓口 システム入力

報告書受理
報告書受理

入居者
指定管理者

修
繕
契
約

維持保全に関する年度協定 維持保全に関する年度協定

町

一
般
修
繕

一般修繕
箇所の連絡

入居者への対応

仕様書・設計書等作成 協議

浄
化
槽

浄化槽法定検査 浄化槽法定検査

計
画
修
繕

状況確認
設備保全状況報告

保全状況把握

町営住宅等
指定管理者

町

水
道

簡易専用水道検査 簡易専用水道検査

受
水
槽

受水槽清掃委託 受水槽清掃委託

消
防
設
備

消防点検委託 消防点検委託

建
築
物
等
定
期
点
検

建築物等定期点検

消防署、入居者
指定管理者

町

防
火
管
理
業
務

管轄消防署 消防計画作成 協議

入居者 消防訓練の計画・実施

1件50万円を超える
ものは協議
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№ 団地名 建築年度 棟数 戸数 構造 階数 床面積 間取り 風呂 トイレ 所在地

1 Ｓ３３ 2 10 ＣＢ造 平屋建 35.0㎡ 2DK（6、4.5） 無 水洗 本庄１９４４番地

2 Ｓ３３ 2 10 ＣＢ造 平屋建 27.8㎡ 2K（6、4.5） 無 水洗 本庄１９４１番地

3 稲荷（18戸） Ｓ３７ 4 18 ＣＢ造 平屋建 30.8㎡ 2K（6、5.5） 無 水洗 本庄５０５８番地

4 犬熊第１（20戸） Ｓ３９ 5 20 ＣＢ造 平屋建 31.5㎡ 2K（6、4.5） 無 水洗 本庄２６１８番地

5 Ｓ４２ 4 15 ＣＢ造 平屋建 31.7㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗 本庄２５３２番地

6 Ｓ４３ 2 7 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 平屋建 33.6㎡ 2DK（6、6） 有 水洗 本庄２５３１番地

7 Ｓ４３ 2 8 ＣＢ造 平屋建 31.7㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗 本庄２５３９番地

8 Ｓ４４ 2 8 ＣＢ造 平屋建 31.7㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗 本庄２５３５番地２

9 Ｓ４４ 3 12 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 平屋建 33.5㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗 本庄２５３４番地

10 Ｓ４５ 5 18 ＣＢ造 平屋建 38.6㎡ 3K（6、4.5、3） 有 水洗

11 Ｓ４５ 3 12 ＣＢ造 平屋建 33.9㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗

12 Ｓ４６ 6 20 ＣＢ造 平屋建 38.6㎡ 3K（6、4.5、3） 有 水洗

13 Ｓ４６ 3 8 ＣＢ造 平屋建 33.9㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗

14 Ｓ４７ 4 16 ＣＢ造 平屋建 38.6㎡ 3K（6、4.5、3） 有 水洗 本庄６６００番地

15 Ｓ４７ 2 8 ＣＢ造 平屋建 33.9㎡ 2DK（6、4.5） 有 水洗 本庄６５６１番地１

16 Ｓ４８ 1 4 ＣＢ造 平屋建 39.5㎡ 3K（6、4.5、3） 有 汲取り

17 Ｓ４８ 2 8 ＣＢ造 平屋建 37.2㎡ 2DK（6、6） 有 汲取り

18 Ｓ４９ 1 2 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 平屋建 38.8㎡ 2DK（6、6） 有 汲取り

19 Ｈ　９ 1 16 ＲＣ造 ４階建 79.2㎡ 3LDK（6、6、6） 有 水洗

20 Ｓ４９ 3 12 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 平屋建 44.1㎡ 3K（6、4.5、3） 有 水洗

21 Ｓ５０ 3 12 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ ２階建 55.4㎡ 3DK（4.5、6、4.5） 有 水洗

22 Ｓ５０ 2 8 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ ２階建 51.6㎡ 3K（4.5、6、3） 有 水洗

23 Ｓ５１ 4 18 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ ２階建 55.4㎡ 3DK（4.5、6、4.5） 有 水洗

24 Ｓ５１ 2 9 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ ２階建 49.6㎡ 3K（4.5、6、4.5） 有 水洗

25 Ｓ５２ 1 24 ＲＣ造 ４階建 58.5㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

26 Ｓ５３ 1 24 ＲＣ造 ４階建 63.1㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

27 Ｓ５４ 1 24 ＲＣ造 ４階建 58.5㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

28 Ｓ５５ 1 24 ＲＣ造 ４階建 58.5㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

29 Ｓ５６ 1 16 ＲＣ造 ４階建 58.5㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

30 Ｓ５８ 1 24 ＲＣ造 ４階建 60.8㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

31 Ｓ５９ 1 24 ＲＣ造 ４階建 66.6㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

32 Ｓ６０ 1 24 ＲＣ造 ４階建 60.8㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

33 Ｓ６１ 1 24 ＲＣ造 ４階建 60.8㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

34 Ｓ６０ 5 5 木造 平屋建 59.0㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

35 Ｓ６２ 3 3 木造 平屋建 59.0㎡ 3DK（6、6、6） 有 水洗

定住促進住宅

№ 団地名 建築年度 棟数 戸数 構造 階数 床面積 間取り 風呂 トイレ 所在地

1 サンコーポラス国富 H２ 2 80 RC造 5階建 54.2㎡ 3DK（6、6、4.5） 有 水洗 本庄５２３９番地外２

９団地 87棟 575戸

北俣（８戸） 八代北俣２３７０番地

合計

森永（30戸） 森永１９０２番地２

向陽（267戸）

宮王丸１３２番地

本庄１３３３番地

本庄１７７２番地

資料３　町営住宅一覧表

六日町（20戸）

犬熊第２（50戸）

幸（82戸）

本庄６５８４番地

本庄６６０８番地
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